
検 索

総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第二課
TEL：03-5253-5847

外部送信規律に関するお問合せは、以下までどうぞ。

2023年2月
総務省総合通信基盤局

についてについて
外部送 信規律
ウェブサイトやアプリケーションを運営している皆様、御確認ください！ウェブサイトやアプリケーションを運営している皆様、御確認ください！

総務省　外部送信規律

URL：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_
　　  tsusin/d_syohi/gaibusoushin_kiritsu.html
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1 外部送信規律の趣旨

近年、SNS、動画共有、ニュース配信、検索等のサービスを
通じ、多くの情報流通がスマートフォン等を経由して行われて
きているところです。

ウェブサイトやアプリケーションを運営している事業者に
おいては、このような状況を利用者に知ってもらって、安心
してサービスを利用できるようにすることが大切です。
また、外部送信される情報についての透明性を高めることに
よって、自身のサービスの安全性や信頼性をアピールする
ことにもつながります。

このようなことを踏まえ、2022年６月、電気通信事業法を改
正し、タグや情報収集モジュールを使って、利用者に関する
情報を外部に送信する場合に、利用者が確認できるように
する規律を設けました。

ウェブサイトやアプリケー
ションを運営されている事業
者の方は、このパンフレット
を見て、必要な対応をお願い
いたします。

このような様々なサービスを無料で提供するプラットフォーム
事業者において、利用者に関する情報が取得・集積される
傾向が強まっています。
利用者にとっての利便性が高まる側面もある一方で、利用者
が知らないうちに影響される可能性も高まっています。

特に、ウェブサイトやアプリケーションを利用する際、利用者
自身が認識していない状態で、利用者の端末から第三者に
自身の情報が送信されている場合があります（外部送信）。
そして、そのように外部に送信された情報に基づき、例えば
広告配信のカスタマイズ等、利用者が知らない間に、目に
する情報が選別されるなどの影響を受けていることもあり得
ます。
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目次2 外部送信規律の概要

電気通信事業を営む者（ウェブサイト運営者、アプリケーション
提供者等）は、利用者の端末に外部送信を指示するプログラム
を送る際は、あらかじめ、送信される利用者に関する情報の

内容等を、通知・公表（利用者が容易に知り得る状態に置く）等
しなければなりません。

②コンテンツ及び
プログラム
（タグ等）

ウェブサイトのサーバ
ウェブサイト

第三者のサーバ

①ウェブサイトの
閲覧

利用者

③プログラムの指示による
利用者に関する情報※
の送信等
※利用者の端末に保存された閲覧履歴、
　システム仕様、システムログ等

①アプリの起動

③利用者に
関する情報※

アプリのサーバ 第三者のサーバ

③利用者に関する情報※
※利用者の端末に保存された閲覧履歴、
　システム仕様、システムログ等

②送信指示

アプリ

②送信指示

情報収集
モジュール

利用者の端末

アプリケーションの
提供者

ウェブサイト
運営者
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3 外部送信規律の対象者

主に、次のような電気通信役務をブラウザ又はアプリケーション
を通じて提供する際に、利用者の端末に外部送信を指示する
プログラム等を送信する場合、通知又は公表（利用者が容易に
知り得る状態に置く）、同意取得、オプトアウト措置のいずれ
かを、利用者に対して行ってください。

2.SNS

不特定多数の利用者間での、
テキスト、音声、画像、動画
の投稿・閲覧機能により
発信者と閲覧者がやりとり
を行う「場」を提供する
もの。

3.検索サービス

広範なWebサイトのデータ
ベースを構築し、検索語
を含むWebサイトのURL
等を、利用者に提供する
もの。

1.メッセージ媒介サービス

メッセージングアプリなど、
特定の利用者間のメッ
セージ交換をテキスト、音声、
画像、動画によって媒介
するもの。

ビジネスマッチングサイト
やオンラインゲームなど、
サービスの一部として特定
の利用者間でのダイレクト
メッセージ機能を提供して
いる場合も含む。

「場」の提供

検索語の入力

ＵＲＬの提供

メッセージの媒介
データ
ベース
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目次3 外部送信規律の対象者（つづき）

4.ホームページの運営
［ニュースサイト、まとめサイト等各種情報のオンライン提供］

インターネット経由で天気
予報やニュース、映像など
の情報を利用者へ提供す
るもの。

ただし、以下の場合は、電気通信事業に該当しないため、

対象にはなりません
情報提供 4.ホームページの運営

［ 自社商品等のオンライン販売 ］

小売業者の提供するオン
ラインショッピングや、銀
行・証券会社が提供する
ネットバンキング（ネット専
業を含む。）など、インター
ネット経由で顧客からの要
求・注文に対応するもの。

4.ホームページの運営
［ 企業等のホームページ運営・個人ブログ ］

企業・個人等が自己の情報
発信のため（自己の需要の
ため）に運営しているもの。

BLOG

※p17～p18参照
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4 外部送信規律でやらなければならな いこと

次の事項を、通知又は利用者の容易に知り得る状態に置
いてください。

［1］の事項を通知又は容易に知り得る状態に置く際は、
次に従ってください。

［1］通知又は公表（容易に知り得る状態に置く）
　  しなければならない事項

［2］通知又は公表（容易に知り得る状態に置く）
　   の方法

通知の場合
●日本語で記載。　●専門用語は使わない。　●平易な表現を使う。
●拡大・縮小等の操作を行うことなく文字が適切な大きさで表示
　されるようにする。
●［1］の事項を容易に確認できるようにする。
●［1］の事項又は［1］の事項を記載した画面の場所に関する情報
　（リンク等）をポップアップ等により表示する。

容易に知り得る状態に置く場合
●日本語で記載。　 ●専門用語は使わない。　 ●平易な表現を使う。
●拡大・縮小等の操作を行うことなく文字が適切な大きさで表示
　されるようにする。
●（ウェブサイトの場合）外部送信のプログラムを送るページ又はその
　ページから容易に到達できるページ等において、［1］の事項を表示
　する。
●（アプリの場合）最初に表示される画面、そこから容易に到達できる
　画面等において、［1］の事項を表示する。

送信されることとなる利用者
に関する情報の内容

1

1の情報を取り扱うこととなる
者の氏名又は名称2

1の情報の利用目的3
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4

ただし、次に該当する情報の外部送信については、通知又は
公表（容易に知り得る状態に置く）は不要となります。

例：OS情報、画面設定情報、言語設定情報、ブラウザ情報等、   
 　 電気通信役務の提供のために真に必要な情報、入力した   
　  情報の保持等に必要な情報、ユーザー認証に必要な情報、 
　  セキュリティ対策に必要な情報、ネットワーク管理に必要 
　  な情報

サービス提供にあたって必要な情報1 次の事項を利用者の容易に知り得る状態に
置いた上で、オプトアウト措置を講じていて、
利用者がオプトアウト措置の適用を求めて
いない情報

4

※同意するためのチェックボックス等にあらかじめチェック
　を付しておくなど、利用者が能動的に同意を行ったとは
　いえないような方法はとらないでください。

利用者の同意を取得※している情報3

First Party Cookieに保存されたID

サービス提供者が利用者に送信した識別符号2

オプトアウト措置を講じているという事実1
オプトアウト措置が情報の送信と利用のどちら
を停止するものか

2

オプトアウト措置の申込みを受け付ける方法3

送信されることとなる利用者に関する情報の内容5
5の情報を取り扱うこととなる者の氏名又は名称6
5の情報の利用目的7

オプトアウト措置を適用した場合、サービス利用
が制限がされる場合は、その内容

4

外部送信規律でやらなければなら ないこと〈例外〉
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5 〈各種情報のオンライン提供サービス等の該当性について〉

（自己の需要のために提供するものであるため、電気通信事業法の適用対象外）

外部送信規律の対象外外部送信規律の対象

NO

YES

（自己の需要のために提供するものであるため、電気通信事業法の適用対象外）
YES

（電気通信事業を「営む」に該当しないため、電気通信事業法の適用対象外）
NO

このフローチャートは、事業者が「各種情報のオンライン提供サービス等」を提供している
場合に、そのサービスが外部送信規律の適用対象役務となるかを表しています。「各種情報の

オンライン提供サービス等」以外にも、 P7～P8の1.2.3をはじめとして、外部送信規律の適用
対象役務となる場合がありますが、そのような場合については、このフローチャートは対象に
していません。

（外部送信規律の適用対象役務に該当する可能性あり）YES

（電気通信事業を「営む」に該当）YES

（自己の需要のために提供するものではない）NO

（自己の需要のために提供するものではない）NO

ブラウザやアプリケーションを通じて、各種情報のオンライン提供
サービス等（以下「当該サービス」という。）を行っているか

ニュースや気象情報等の配信を行うウェブサイトやアプリケーション、動画配信サービス、オンライン地図
サービス等の場合は、YESです。

1
［例］

当該サービスを、自己（サービス提供者自身）の情報発信のために提供
しているか

企業・個人・自治会等のホームページについて、自己の情報発信のために運営している場合は、YESです。

2
［例］

当該サービスを行うことで、利益を得ようとしているか（実際に利益が
出ていない場合も含む。）

個人事業主として利益を上げる目的で、広告やアフィリエイトプログラムなどを利用した各種情報提供サイト
等を運営している場合は、YESです。

4
［例］

当該サービスを、電気通信役務を前提としない、別の自らの本来業務
の遂行手段として活用しているか

金融事業者による証券・金融商品等についてのオンライン販売、小売事業者によるモノ・商品についてのオン
ライン販売、メーカーによる製造した商品についてのオンライン販売など、別の自らの本来業務（電気通信
役務を前提としないもの）の遂行手段としてオンラインを活用している場合は、YESです。ただし、別の自ら
の本来業務（電気通信役務を前提としないもの）と関連していたとしても、当該本来業務とは独立して当該
サービスを行っている場合はNOの場合があります。

3
［例］

外部送信規律に関するフローチャート

1615



6〈参考〉電気通信事業法の適用に係る解説

外部送信規律は、電気通信事業法に基づき、「電気通信事業」
を営む者に適用される規律です。オンラインサービスにおける

「電気通信事業」の考え方は以下のとおりであり、該当しない
場合は、外部送信規律は適用されません。

顧客に電気通信役務を提供することがなければ
成り立たないサービスの場合

電気通信役務（情報の送信）自体が事業（目的）

ニュース表示指示

ニュース配信

ショッピングの「場」の提供

注文等

電気通信役務の提供範囲

顧客の要求に応
じて配信可能な
ニュースを蓄積

オンライン上に複数
店舗が出店するモール
を構築

ECモールの運営

ニュースサイト

「電気通信事業」に該当し、
「電気通信事業を営む者」に該当する場合、

電気通信事業法が適用されます。

「電気通信事業」に該当

新聞（紙面）の送付

電気通信役務を手段として利用

電気通信役務の提供範囲

電気通信役務を必ずしも前提としない、別の自らの本来
業務の遂行の手段として電気通信サービスを提供する場合

金融商品の
取引

商品（モノ）の送付

新聞購読のネット受付

注文等

自身の商品の紹介等

新聞（モノ）の
販売

注文等

自身の商品の紹介等

商品（モノ）
の製造・販売

自社ECサイトでの販売

「電気通信事業」に該当せず、
電気通信事業法は適用されません。

「電気通信事業」に該当しない
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〈参考〉電気通信事業における個人情報保護  に関するガイドライン及びその解説について6

電気通信事業者に対し、通信の秘密に属する事項その他の
個人情報の適正な取扱いについて具体的な指針を示し、
プライバシー保護と電気通信役務の利便性の向上を図ること
を目的として、「電気通信事業における個人情報保護に関する
ガイドライン」及びその解説を公表しています。

改正電気通信事業法の施行（2023年６月16日）に先立ち、
外部送信規律及び特定利用者情報の適正な取扱いに関する
規律に関する記載を追加します。

https://www.soumu.go.jp/main_
sosiki/joho_tsusin/d_syohi/telecom_
perinfo_guideline_intro.html

掲載URL

問合せ先

総務省総合通信基盤局
電気通信事業部消費者行政第二課
TEL：03-5253-5847

電気通信事業における個人情報保護
に関するガイドライン及びその解説
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〈参考〉電気通信事業参入マニュアル［追補 版］、ガイドブックについて6

電気通信事業法の適用（登録・届出を要する電気通信事業
への該当の有無等）を判断するための考え方や具体的な
事例について、2005年から「電気通信事業参入マニュアル 
[追補版]」を公表しています。

法の適用を、より分かりやすく解説するために、「電気通信
事業参入マニュアル［追補版］ガイドブック」も公表しています。 総務省総合通信局等

https://www.soumu.go.jp/main
_content/000477428.pdf

掲載URL

電気通信事業参入マニュアル［追補版］

https://www.soumu.go.jp/main
_content/000799137.pdf

掲載URL

電気通信事業参入マニュアル［追補版］
ガイドブック
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